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平成 1６年度杉並区公社等経営評価結果について 
 

１．経営評価の概要 
 
杉並区は、スマートすぎなみ計画に基づき、公社等がより効率的･効果的に事業を執

行し、区民サービスの向上や区民への説明責任を果たせるよう、平成１３年度に公社

等８団体に対し経営評価制度を導入した。本年度は、さんあい公社が平成１４年度を

もって解散したため、７団体に対して実施した。経営評価では、公社等が自ら行う一

次評価、区の所管部局が行う二次評価、行財政改革推進本部が行う三次評価という三

段階での評価を実施している。 
なお、経営評価表の基礎資料として作成されたすべての評価表及び改善計画につい

てインターネット等で公表する。 
 
 

２．団体別事業目的・事業内容及び総合経営評価（三次評価） 
 

（１） (財)杉並区勤労者福祉協会 

事

業

目

的 

中小企業勤労者の福祉の向上

を図るため、総合的な勤労者福祉

事業を行い、もって中小企業の振

興、地域社会の発展に寄与するこ

とを目的とする。 

 

 

 

事

業

内

容

○一般事業 

・各種講座、セミナー等の開催。 

○会員事業 

・バスツアーの主催、各種チケットあっ旋。 

・祝い金、弔慰金、見舞金の支給。 

・人間ドック、健康施設等の利用補助。 

・住宅ローン等のあっ旋、退職金共済への加入促

進。 

三

次

評

価 

・ 会員加入拡大キャンペーンの実施などにより、平成９年以来の会員増加の成果は評価で

きる。今後は、事業所数も増加するよう改善・努力を期待したい。 

・ 高額ハイウェイカードの販売中止に伴う事業収入の減少を他の事業でカバーはしているも

のの、大幅な事業収入の減少は避けられなかった。短期的にはやむを得ないが、事業収

入を早期に平成１４年度の水準へ引き上げるため、新たな事業への取り組みが必要であ

る。 

・ 平成１４年度に職員の削減などに取り組み、管理費比率、人件費比率とも対前年度を下回

るなど改善の傾向が見られたが、平成１５年度は常勤職員が増加し、上昇した。今後の経

営改善を期待する。  
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（２）(財)杉並区障害者雇用支援事業団 

事

業

目

的 

就労が困難な障害者の雇用支

援や就労の場を確保すること、就

職後継続して職場に定着できる

ように、障害者、雇用事業者の相

談援助を一貫して行い、障害者

の自立、あらたな可能性を発見

するための支援を行い、ノーマラ

イゼーションの理念を実現する。

事

業

内

容

①就労機会の開拓、提供 

②職業準備訓練 

③職業リハビリテーションに係る情報の提供、

相談、援助 

④事業主に対する雇用管理に関する事項に

ついての助言、援助 

⑤障害者雇用支援者に係る情報の収集、提供

⑥障害者雇用支援者に対する研修の実施 

⑦杉並区から受託する施設の管理運営 

三

次

評

価 

・事業団は、着実な事業運営を行い、杉並区内における障害者の雇用支援、就労の機

会提供など、障害者の就業施策において重要な役割を果たしていることについて評

価できる。 

・職場定着指導のための企業訪問数や個人会員就労時間数を増加させるなど、活動に

ついては評価できるが、事業団の設置目的ともいえる就職者数が減少している点は

大きな課題である。長引く不況の影響もあり、障害者の就職は、厳しい環境にあるが、

区内の障害者の就職希望などの実態把握に努めるとともに、区及び福祉作業所と連

携し、計画的な事業運営を期待する。 

・本年度策定した「障害者雇用支援杉並アクションプラン」に着実に取り組むとともに、計

画と実績に乖離が生じた場合には、原因分析を行い、必要な改善等に取り組んでい

くことを期待する。 

（３） (財)杉並区スポーツ振興財団 

事

業

目

的 

スポーツ振興に関する事業を

行うことによって、区民のスポー

ツ活動を活性化させ、健康で潤

いのある豊かな暮らしの実現と活

力ある地域社会の形成に資す

る。 

事

業

内

容

①各種スポーツ教室の実施 

②野外スポーツ活動の普及 

③ニュースポーツの普及 

④スポーツ関係団体の育成・支援及び各種ス

ポーツ指導者養成 

⑤区民体育祭やスポーツレクリエーション大会

などスポーツ普及、事業の実施 

⑥健康・体力づくりの実施及び相談 

⑦スポーツ情報の収集及び提供 

⑧区から受託する体育施設の管理運営 

⑨その他事業目的を達成するために必要な事

業 

三

次

評

価 

・イベントや各種教室の実施回数、参加者数ともに増加するなど、事業運営は、円滑に

行われている。また、新たに大学との協働事業を実施するなど営業努力は評価できる。

・入札制度の見直しなどにより、経費の削減を図ったことについては評価できるが、全体

としては、管理費比率が上昇している。より一層の経営改善を期待したい。 

・区から委託されている業務の一部について、指定管理者制度の導入が検討されてお

り、財団には、民間事業者とのあらゆる面での競争が求められる。財団ならではの事業

運営・経営のノウハウ構築するための、組織づくり、人づくりを期待する。 

・平成１４年度に実施した外部監査の結果を踏まえ、さらに経営改善に取り組むことが必

要である。 
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（４）  (社福)杉並区社会福祉協議会 

事

業

目

的 

杉並区における社会福祉事業

とその他社会福祉を目的とする

事業の健全な発達及び社会福祉

に関する活動の活性化により、地

域福祉の推進を図る。 

事

業

内

容

①法人運営事業 

②地域福祉事業 

③NPO・ボランティア活動推進事業 

④杉並福祉サービス利用援助事業 

⑤受託事業 

⑥介護保険事業 

⑦助成事業 

⑧貸付事業 

⑨歳末たすけあい運動事業 

三

次

評

価 

・総収入が４５％以上増加しているが、これは、さんあい公社を統合したことによるもの

で、財務状況については、今後の推移を見守りたい。 

・基本財産が３００万円と少ないなかで、正味財産は高い水準を維持している。補助金

収入依存度はあがっているが、区からの受託事業依存度は、２５ポイント以上減少する

など、自立性は高まっている。 

・介護保険事業については、現在国が介護保険制度の見直しを行っているところであ

り、その状況を踏まえて、社会福祉協議会の関与のあり方について早急に結論を出す

必要がある。 

・一昨年策定した地域福祉活動計画（平成１５年度～１９年度）に着実に取り組むととも

に、活動計画と実績に乖離が出るようなことがあれば原因分析を行い、必要な改善等

に取り組んでいくことを期待する。 

 

（５）  (社団)杉並区シルバー人材センター 

事

業

目

的 

一般雇用にはなじまないが、

働く意欲を持っている健康な高

齢者のために、地域社会と連携

を保ちながら、その知識、経験及

び希望に沿った就業機会を確保

し、生活感の充実及び福祉の増

進を図るとともに、高齢者の能力

を生かした活力のある地域社会

づくりに寄与することを目的とし

ている。 

事

業

内

容

高齢者に対する以下の①～⑥ 

①就業機会の開拓･提供 

②研修･講習 

③調査研究 

④情報の収集･提供 

⑤相談 

⑥地域高齢者社会参加促進事業 

三

次

評

価 

・会員数、受託件数ともに着実に伸びており、運営努力が見られる。また、事業費収入も

毎年１０％以上増加させるなど、健全な運営が行われている。 

・補助金収入依存度、区委託事業依存度は毎年減少し、正味財産は着実に増やしてい

るなど、年々自立性が高まっている。今後も引き続き経営努力を期待する。 

・いわゆる団塊の世代がシルバー人材センターの働き手となる数年後を見据えて新規

事業の開発や中長期計画を早急に策定し、計画的な経営を期待する。 
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（６）  （ＮＰＯ）すぎなみ環境ネットワーク 

事

業

目

的 

市民の主体的な活動を中心に

行政や事業者と協働して、環境

保全分野においてリサイクルの

推進をはじめとする諸事業を行う

ことにより、市民の生活環境の向

上をはかり、もって地球環境の保

全に寄与する。 

事

業

内

容

①家具、衣料品のリサイクルショップの運営 

②フリーマーケットの実施 

③集団回収事業の運営 

④不用品情報コーナーの運営 

⑤講座、講習会等による普及啓発 

⑥ディッシュ・リユースシステムの運営 

⑦環境情報間管理運営 

⑧アンサンブル荻窪貸室業務 

三

次

評

価 

・前年、指摘した中長期計画がいまだに策定されていない。速やかに策定し、計画的な

事業運営と経営改善に努める必要がある。 

・補助金収入依存度の減少、収益事業比率の上昇など、少しずつではあるが、団体の

自立性は高まってきている。一層の努力を期待する。 

・管理費比率、人件費比率とも減少し、団体の経営努力が認められるが、管理費比率に

ついては他の団体と比較してまだまだ高い数値となっている。今後の一層の努力により

改善していくことが必要である。 

・ＮＰＯ法人と区との関係における良きモデルとなるよう自立した運営に取り組むことを

期待する。 

 

（７）  杉並区文化・交流協会 

事

業

目

的 

杉並区における文化・芸術活

動及び国内・国際交流の振興を

図ることにより、活力のある開か

れた地域社会の発展と心豊かな

区民生活の形成に寄与すること

を目的とする。 

事

業

内

容

①文化・芸術に関する鑑賞事業 

②文化・芸術活動の育成・振興事業 

③友好都市等との交流事業 

④外国・市民との芸術・文化等交流事業 

⑤地域における国内・国際交流の推進、相談に

関する事業 

⑥交流団体との連携及び育成振興連絡事業 

⑦協会の広報、情報提供に関する事業 

三

次

評

価 

・活動指標、成果指標とも全てにおいて前年度を上回っていることについては、評価で

きる。 

・非常勤職員を５人増員しているが、それが事業収入の増に結びつかず大きく減少して

いる。職員の増員に当たっては、計画的・効率的な視点に立って行うことが必要である。

・管理費及び人件費の増加傾向に歯止めがかからない状況である。協会基本計画に基

づく効率的な経営を進める必要がある。  

・区では、文化の振興と交流の推進の今後のあり方を検討するなかで、文化・芸術活動

と国内・国際交流を分離することも検討する予定である。協会においては、弾力的な組

織運営と更なる経営努力を期待する。 
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３．対前年度比較 
（１） 職員数 

常勤職員数は、総数で１３名（１５８名→１７１名）増加しているが、「社会福

祉協議会」と統合した「さんあい公社」の昨年の職員数２６名を加えると実質

的には、１３名の減となっている。 
団体別に見ると、さんあい公社を統合した「杉並区社会福祉協議会」が１１名、

「杉並区勤労者福祉協会」「杉並区スポーツ振興財団」が各１名の増となってい

る。（１０頁資料「１職員数」参照） 
 
（２） 補助金収入割合 

当期収入に占める補助金収入割合の平均は、昨年度は、対前年度比で減少して

いたが、本年度は１．６ポイント（４０．６％→４２．２％）増加している。

団体別に見ると「すぎなみ環境ネットワーク」の１３．６ポイントの減少（ 
７１．６％→５８．０％）を最大に「杉並区シルバー人材センター」「杉並区ス

ポーツ振興財団」は、補助金収入割合が減少している。一方、他の４団体では、

補助金収入割合が上昇している。補助金収入割合は、「杉並区シルバー人材セン

ター」が１８％まで下がっている団体がある一方、「杉並区文化・交流協会」は

６５％を超えており、２極化の傾向がみられる。補助金収入割合の高い団体に

おいては、低下させるための計画的な取り組みを行い、補助金依存体質を改善

する必要がある。（１１頁資料「２財政」参照） 
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（３） 管理費割合 
当期支出に占める管理費割合の平均は、昨年度は、対前年度比で減少していた

が、本年度は前年度に対し１．５ポイント（２０．１％→２１．６％）増加し

ている。団体別に見ると「杉並シルバー人材センター」は昨年に引き続き、「す

ぎなみ環境ネットワーク」は前年の増加から転じて減少している。他の５団体

は増加しており、特に「杉並区勤労者福祉協会」は、５．９ポイント（１５．

０％→２０．９％）と極めて高い増加となっている。また、「杉並社会福祉協議

会」は、４０．７％と４０％を超えている。両団体とも管理業務の見直しを行

うなど、速やかな改善が必要である。（１１頁資料「２財政」参照） 
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（４） 人件費割合 
当期支出に占める人件費割合の平均は、前年度に対し０．５ポイント 

（３０．７％→３１．２％）増加している。団体別に見ると、「杉並区勤労者福

祉協会」が６．１ポイント（２４．７％→３０．８％）と最も上昇率が高く、他

に３つの団体で上昇している。一方、「杉並社会福祉協議会」の３．３ポイント

（５０．１％→４６．８％）を最高に３団体が減少した。人件費の増加は、団体

経営の根幹を揺るがすことにも成りかねない大きな問題であり、計画的な人員配

置による効率的な団体経営が望まれる。（１１頁資料「２財政」参照） 
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（５） 経常収支 
経常収支は、前年の２倍以上に（平均１３，１９７千円→３２，１９８千円）

増加している。団体別では、「杉並区社会福祉協議会」が約１億４千万円のプラ

スとなっているが、これは、さんあい公社の残余財産の寄付及び個人からの寄

付によるものである。また、「杉並区勤労者福祉協会」が唯一マイナスとなって

いるが、これは特定預金支出をしたためで、これを除いた経常収支は約５００

万円のプラスとなる。（１１頁資料「２財政」参照） 
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（６） 定性指標 
  団体経営の「計画性」「健全性」「効率性」などを自ら採点する定性指標は、「す 

ぎなみ環境ネットワーク」が前年度と比較し、総得点で２００点上昇したのを 
始め、「杉並区勤労者福祉協会」「杉並区スポーツ振興財団」など４団体で前年 
度より高い得点となっている。また、３団体は昨年と同じ点数であった。「杉並 
区障害者雇用支援事業団」は、前年度より上がっているものの２，０００点に 
達していない。これは、平均よりも２００点以上低い得点であり、業務全体に 
ついて見直しを行い、改善していく必要がある。 
（１２頁資料「３定性指標」参照） 
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（７） 定量指標 
具体的に比率等を掲げて評価する定量指標の平均値は、「増加が望ましい」「減 
少が望ましい」１３項目中、前年度と比べて望ましい方向に推移しているのは、 
５項目にとどまっている。中でも「８補助金収入依存率」は、依存率がさらに 
上昇（４０．６％→４２．２％）している。計画的、効率的な団体運営に努め、 
補助金への依存を極力抑えた経営に向けた取り組みが必要である。（１３頁資料 
「４定量指標」参照） 
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４．経営評価のまとめと課題 
 

（１）平成１３年度から継続して経営評価を実施してきたことにより、各団体の財務

体質の改善状況などが明確となり、経営改善計画の中にも生かされつつある。

今後は、事業ごとの分析を進めるなどし、事業の再構築を図るとともに効率的

な団体運営を進めていく必要がある。 
（２）経営改善計画や中長期計画に基づいた事業推進を行いつつ、計画と実績とに乖

離が生じた場合は、速やかに原因を調査し、必要な対策を取る必要がある。ま

た、社会情勢の変化が激しい今日の状況を踏まえ、計画については定期的に見

直していく必要がある。 
（３）地方自治法の改正に伴い、区は、公の施設について指定管理者制度の導入を検

討中であるが、制度導入の可否にかかわらず各団体は、今まで以上に管理内容、

サービス水準、コストの面で民間との競争力の強化が必要である。 
（４）こうした状況を踏まえ区は、各団体の運営等の見直しを要請したところである。 
  ○ 「杉並区勤労者福祉協会」は、会員拡大による自主財源の確保、受益者負担

の適正化等について検討し、協会運営について見直す。 
○ 「杉並区スポーツ振興財団」は、体育施設の指定管理者制度の導入について

の検討と民間事業者との競争に対応するため、財団運営について見直す。 
○ 「杉並区文化・交流協会」は、杉並区における文化の振興と交流の推進の分

離を視野に入れ、経営形態を含めたあり方について見直す。 
 


